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オーストリアにおける情報利用者のニーズと財務報告
オーストリアは８州および首都からなる共和国であり、人口は820万人、面積は約８．４万
平方キロ、言語はドイツ語で、政治的・経済的にドイツの影響を強く受けている。オースト
リアはＥＵの中では、比較的新しい加盟国であり、1995年にＥＵに加盟している。
会計の分野においても、オーストリアは1978年に採択されたＥＣ指令第７号をＥＵ加盟以前
の1990年に国内法化しており、ＥＵ加盟国における会計実務の差異をなくす方向で積極的に
調和化の作業を進めている。
本稿では、オーストリアにおける財務報告制度の枠組みを調査し、財務報告に対する’盾報
利用者のニーズを考察する。また、オーストリアの企業が開示しているアニュアル・リポー
トの内容を分析し、現在のオーストリアにおける財務報告の特質を考察する。
2．財務報告制度の枠組み
オーストリアの財務報告制度を考察する上で、ドイツとの関係は切り離すことができない。
歴史的および経済的関係から、ドイツの商法典などの重要な法律の多くがオーストリアの法
律とされた。特に、株式会社に関する法律はドイツ法に基づいて作成されている（久野，
－７９－
1997,ｐ43)。
オーストリアにおける会社の形態は大きく、有限責任会社（Gesellschaftmit
beschrankterHaftung，ＧｍｂＨ）および株式会社（Aktiengesellschaft，ＡＧ）に分けられ
る。有限責任会社はオーストリアで最も多く利用されている会社形態であり、有限責任会社
法（GesetzUberGesellschaftenmitbeschrankterHaftung，ＧｍｂＨＧ）によって規制さ
れている。これに対し、株式会社はオーストリアでは少数の会社形態であり、株式会社法
(Aktiengesetz,AktG）によって規制されている。現在の規定では、最低資本金が100万ＡＴＳ
(オーストリア・シリング）である（Graf，Ｍａｘｌ＆Pitkowitz，1996,pp47-58)。
オーストリアの株式会社に関する法律に対する影響は、ドイツだけなく、フランスの影響
も受けている。1852年に社団および株式会社に関する規則を定めた社団特許状が制定され、
これは1807年のフランス商法典（CodedeCommerce）の影響を受けている。この法律では、
会社設立にあたって、政府の認可を必要とするなどの規定が含まれている（久野，1997,
p､45)。
次に、オーストリアの会計において、最初に影響を受けた法律はドイツの一般商法典
(AllemeinesHandelsgesetzbuch，ＡＨＧＢ）であり、1863年に導入された。その後、1937年
にオーストリアがドイツに併合され、1938年、ドイツ商法典（DeutschesHandelsgesetz‐
buch，ｄＨＧＢ）のオーストリア版である商法典（Handelsgesetzbuch，ＨＧＢ）が制定された。
以後、1945年の独立後もオーストリアの財務報告制度はドイツの影響を受け続けている。
1965年になって、オーストリア株式法（OsterreichischesAktiengesetzl965,OaktG）が
制定されたが、その内容は1937年のドイツ株式法（DeutschesAktiengesetz，dAktG）と実
質上同様であった（AlexanderandArcher，1995,ｐ､1021)。
オーストリアは1967年のＥＣ設立後、ＥＣと密接な関係を保ち、ＥＣに加盟こそしていないが、
商法典の改正において、ＥＣ指令の国内法化を行っている。1990年には、公開会社および非
公開会社の財務諸表に関する規定を定めたＥＣ第４号指令および連結財務諸表の規定を定め
たＥＣ指令第７号の批准を行っている。具体的には、商法典の一部をＥＣ指令に適合すべく変
更・修正した会計法（Rechnungslegungsgesetz，ＲＬＧ）が可決された。その後、1995年、
オーストリアはＥＵに正式加盟した。また、1996年に商法典が改正され、現在のオーストリ
アにおける財務報告制度の規制を行っている。
3．情報利用者とi情報ニーズ
国際会計基準委員会は1989年７月に「財務諸表の作成表示に関するフレームワーク」
表しており、その中で、財務諸表の利用者には、現在および潜在的な投資家、従業員、
者、仕入先およびその他の取引業者、得意先、政府および監督官庁、公衆などがあり、
らの利用者は異なった情報ニーズを満たすために財務諸表を利用しているとしている。
－８０－
を公
貸付
それ
利用
者の』情報ニーズは以下に示したとおりである（IAS，1989,para､９）。
（１）投資家一購入・売却の決定に役立つ'情報、配当支払能力を評価できる'情報
（２）従業員一安定性・収益性の情報、給料・退職金・雇用を評価できる情報
（３）貸付者一期日に貸付金と利子が支払われるかどうかの情報
（４）仕入先およびその他の取引業者一債権が期日に支払われるかどうかの'情報
（５）得意先一企業の継続性に関する，情報
（６）政府および監督官庁一企業活動を規制し、課税政策を決定するための｣情報
（７）公衆一企業の趨勢・発展および企業活動の範囲に関する'情報
オーストリアでは、企業の株式の多くが政府や銀行によって所有されている。たとえば、
ウィーン証券取引所に上場しているAustriaAirlines,Creditanstalt,Vienalnternational
Airport，Verbundなどはオーストリア政府が主要な株主となっている。また、ＩＧＢ，
Lenzing，Semperitなど多くの企業は銀行が主要な株主となっている。さらに、オーストリ
アにおける企業の多くが小規模で、同族所有されている。これらの企業の経営者は、税務当
局が要求する最小限の財務'盾報以外の情報を提供することに消極的である。したがって、こ
れらの企業がアニュアル・リポートで開示している情報は財務諸表を中心とした財務情報に
限定される傾向にあった。
しかしながら、ＥＵの統合により、投資家がＥＵ域内を一国内とみなして活動できるように
なり、財務情報の利用者として、国内外の投資家が重要な位置を占めるようになってきた。
その結果、様々な'情報利用者のニーズに対応し、現在では、オーストリア企業の多くが財務
諸表以外の財務情報や非財務'情報をアニュアル・リポートの中で開示するようになってきた。
特に、アニュアル・リポートでは、雇用』盾報・付加価値‘盾報・環境情報などの社会関連‘情報
を開示する企業が多くなっている。
４．アニユアル・リポートによる'情報開示
本章では、オーストリア企業の英文アニュアル・リポートの開示内容を比較分析していく。
以下はアニュアル・リポートの中で開示されている主要な内容を示したものである。
（１）グループのメンバー（ＭｅｍｂｅｒｏｆｔｈｅＧｒｏｕｐ）
（２）グループの主要な業績（GroupKeyData）
（３）アジエンダ（Agenda）
（４）会長報告書（Chairman1sStatement）
（５）監査役会および取締役会（SupervisoryBoardandExecutiveBOard）
（６）株式データ（Share）
（７）見通し（Outlook）
（８）経営者報告書（ManagementReport）
－８１－
（９）状況報告書（SituationReport）
（10）個別財務諸表（FinancialStatements）
（11）個別財務諸表の補足情報（Supplementarylnformation）
（12）連結財務諸表（ConsolidatedFinancialStatements）
（13）連結財務諸表の補足情報（SupplementaryInformation）
（14）監査報告書（Auditor'sCertificate）
（15）利益の分配に関する提案（ProfitDistributionProposal）
（16）監査役会報告書（ReportoftheSupervisoryBoard）
（17）主要な数値（KeyFiguires）
（18）子会社および関連会社のリスト（ListoftheCompanies）
（１）のグループのメンバーは主要なグループ企業の業務内容や持分等に関して取締役が
表明しているものである。また、（２）のグループの主要な業績はグループ全体の財務数値、
従業員数、財務比率等のデータを数年間にわたって示しているものである。（３）のアジェ
ンダは株主総会の議事日程を示したもので、代表的内容は以下に示したものである。
（ａ）財務諸表・経営者報告書・監査役会報告書の提示
（ｂ）利益の分配に関する決議
（ｃ）取締役会および監査役会の活動に関する承認の決議
（ｄ）監査役会の報酬の決議
（ｅ）監査役会の選挙
（ｆ）監査人の選挙
（４）の会長報告書はアメリカのアニュアル・リポートでみられる株主への挨拶（Letter
tostockholders）と同様であり、当期の業績．事業環境．組織変更．企業買収．海外進出。
将来の経営戦略などを株主に対して会長が表明するものであり、最後に署名を行っている。
（５）の監査役会および取締役会では、取締役会および監査役会のメンバーの氏名・役職．
任期などを示したものである。特に、監査役会はオーストリアの企業で最も権限を有してお
り、その選挙・報酬などについて株主総会の決議を必要としている。（６）の株式データで
は、ウィーン証券取引所における企業の１年間の株式データを示しており、企業によっては
1株あたり利益・１株あたりキャッシュフロ－．１株あたり配当金・株価収益率などの比率
についても開示しているｏ（７）の見通しでは、経済的背景や過去の業績などを基に、企業
の発展の見通しを表明しており、企業によっては具体的な売上数値を予測している。
（８）の経営者報告書および（９）の状況報告書は商法典236条および243条で規定されて
いる報告書であり、アニュアル・リポートの中で大きなウエイトを占めている。実際には、
経営者報告書を中心として開示している企業や状況報告書を中心として開示している企業が
あり、経営者報告書を中心として開示している企業の場合、以下のような内容が示されてい
る。
－８２－
（ａ）一般的な経済状態（ｂ）売上高・生産・調達（ｃ）投資・金融・業績
（ｄ）環境問題（ｅ）研究開発（ｆ）人的・社会的報告書（９）見通し
また、状況報告書を中心として開示している企業の場合、以下のような内容が示されている。
（ａ）グループの組織構造（ｂ）グループの事業の発展（ｃ）グループの見通し
（ｄ）最も重要な子会社の発展
（10）の個別財務諸表および（12）の連結財務諸表では、オーストリアの商法典が規定し
ているのは貸借対照表・損益計算書・財務諸表の注記事項についてのみであるが、アニュア
ル・リポートでは、多くの財務諸表を開示している。オーストリア企業13社のうち、２社が
連結財務諸表のみを開示しており、その他の11社は個別財務諸表と連結財務諸表の両方を開
示している。
個別財務諸表を開示している11社では、すべての企業が貸借対照表と損益計算書を開示し
ており、それ以外に、５社が固定資産変動表、４社が剰余金計算書、１社がキャッシュフロー
計算書・資産明細表・資産負債明細表を開示している。財務諸表の注記事項は９社が開示し
ているが、残りの２社は連結財務諸表の注記事項の中で示されている。
また、連結財務諸表を開示している13社では、すべての企業が連結貸借対照表・連結損益計
算書・連結財務諸表の注記事項を開示しており、それ以外に、７社が連結固定資産変動表、
３社が連結剰余金計算書・連結キャッシュフロー計算書、１社が連結資金の源泉と使途に関
する計算書・連結投資明細表・連結資産明細表を開示している。
（11）の個別財務諸表の補足情報および（13）の連結財務諸表の補足‘情報では、基本財務
諸表としては開示されないが、重要な補足情報として以下の内容が開示されている。
（ａ）固定資産変動表（ｂ）資産明細表（ｃ）資本変動表（ｄ）連結固定資産変動表
（ｅ）連結資産明細表（ｆ）連結資本変動表（９）連結キャッシュフロー計算書
（ｈ）アメリカＧＡＡＰとの利益・資本の調整表
（14）の監査報告書では、独立監査人によって（１）財務諸表が商法典などの法定基準に
従って作成されているか、（２）それらの基準が継続して採用されているか、（３）財務諸表
の情報開示が合理的かつ適正であるかについての記述が述べられている。しかし、１３社の企
業のうち、監査報告書を開示しているのは10社のみであり、残りの３社は監査報告書を開示
していない。これに対し、（16）の監査役会報告書はすべての企業が開示している。監査役
会報告書では、監査役会が経営者報告書および独立監査人によって監査された財務諸表の承
認を行っている。
5．財務報告の特質
オーストリアの商法典で規定されている個別財務諸表（Jahresabschlus）等は（１）貸借
対照表（Bilanz）（２）損益計算書（Gewinn-undVerlustrechnung）（３）財務諸表の注
－８３－
記事項（Anhang）（４）経営者報告書（Lagebericht）（５）状況報告書（Lagebericht）
である（ＨGB，1996,sec､189-243)。
（１）の貸借対照表について、商法典の223条および224条で詳細に規定している。223条
では、貸借対照表の比較可能性を確保するため、前年の数値を示し、１，００OATS未満の端数
を切り捨てて表示するように規定している。また、貸借対照表または注記事項において、資
産・負債項目の詳細な内訳を示すように規定している。さらに、貸借対照表項目のサマリー
はアラビア数字で示すように規定している（AlexanderandArcher，1995,pplO33-1034)。
224条では、オーストリアにおける貸借対照表の様式を以下の通り例示している（ＨGB，
1996,sec､224)。
資産（Aktivseite）
Ａ固定資産（AnlagevermOgen）
Ｉ無形固定資産（1ｍｍaterielleVermOgensgegenstande）
Ⅱ有形固定資産（Sachanlagen）
Ⅲ金融資産（Finanyanlagen）
Ｂ流動資産（UmlaufvermOgen）
Ｉ棚卸資産（Vorrate）
Ⅱ売掛金およびその他の資産（ForderungenundsonstigeVermOgensgegenstande）
Ⅲ有価証券（WerpaireundAnteile）
Ⅳ現金預金（Kassenbestand，Schecks，GuthabenbeiKreditinstituten）
Ｃ前払費用および繰延費用（Rechnungsabgrenzungsposten）
負債（Passivseite）
Ａ資本（Eigenkapital）
Ｉ資本金（Nennkapital）
Ⅱ資本剰余金（KapitalrUcklagen）
Ⅲ利益剰余金（GewinnrUcklagen）
Ⅳ当期未処分利益（Bilanzgewinn）
Ｂ非課税剰余金（UnversteuetreRUcklagen）
Ｃ引当金（RUckstellungen）
，債務（Verbindlichkeiten）
Ｅ繰延収益（Rechnungsabgrenzungsposten）
ＥＣ指令第４号では、貸借対照表の様式を水平的フォームと垂直的フォームに区分し、選
択適用を認めているが（EC4thDirective，articles9-10）、オーストリアの商法典で
は、水平的フォームを選択している。また、ＥＣ指令第４号では、資産の部の最初に、引受
済資本金未払額および創立費が示されているが、オーストリアの商法典では、固定資産から
示されている。しかし、固定資産の内訳である無形固定資産・有形固定資産・金融資産およ
－８４－
び流動資産の内訳である棚卸資産・売掛金・有価証券・現金預金などの内容と配列はＥＣ指
令第４号と同様である。次に、負債の部では、ＥＣ第４号指令が資本金および剰余金・負債
性および費用性引当金・債務・未払費用および繰延収益・当期純利益の配列であるのに対し
(EC4thDirective，article9）、オーストリアの商法典は資本・非課税剰余金・引当金・
債務。繰延収益となっており、その内容と配列において若干の差異がみられる。
（２）の損益計算書について、商法典の231条で詳細に規定している。以下は、オーストリ
アの損益計算書の様式を示したものである（ＨGB，1996,sec,231,ｐａｒａ２）。
（１）売上高（Umsatzerl6se）
（２）製品および仕掛品の変動（VeranderungdesBestandesanfertigenundunferti‐
genErzeugnissen）
（３）その他の資本化資産（andereaktivierteEigenleistunge､）
（４）その他の営業収益（sonstigebetrieblicheErtrage）
（５）製造原価および売上原価（AufwendungenfurMaterialundsonstigebezogene
Herstellungsleistungen）
（６）人件費（Personalaufwand）
（７）減価償却費（Absehreibungen）
（８）その他の営業費用（sonstigebetrieblicheAufwendunge）
（９）１－８の小計（ＺｗｉｓｃｈｅｎｓｕｍｍｅａｕｓＺ１ｂｉｓ８）
（10）投資利益（ErtrageausBeteiligungen）
（11）受取利息、投資有価証券利息（ErtrageausanderenWertpapierenundAuslei‐
hungen）
（12）その他の金融収益（sontigeZinsenundahnlicheErtrage）
（13）金融資産・投資有価証券売却益（ErtrageausdemAbgangvonundderZuschrei‐
bungzuFinanzanlagenundWertpapieren）
（14）金融資産・投資有価証券評価損（AufwendungenausFinanzanlagenundaus
Wertpapieren）
（１５）支払利息およびその他の金融費用（ZinsenundahnlicheAufwendungen）
（16）１０－１５の小計（ＺｗｉｓｃｈｅｎｓｕｍｍｅａｕｓＺ１０ｂｉｓｌ５）
（17）通常の活動からの利益（Ergebnisdergew6hnlichenGeschaftstatigkeit）
（18）特別利益（Au8erordentlicheErtrage）
（19）特別損失（Au6erordentlicheAufwendungen）
（20）税引前当期純利益（Au8erordentlichesErgebnis）
（21）法人税（SteuernvomEinkommenundvomErtrag）
（22）当期純利益（Jahrestiberschu6）
（23）非課税剰余金の取崩（AuflOsungunversteuerterRUcklagen）
－８５－
（24）資本剰余金の取崩（AuflOsungKapitalrUcklagen）
（25）利益剰余金の取崩（AuflOsungGewinrUcklagen）
（26）非課税剰余金の繰入（ZuweisungzuunversteuerterRUcklagen）
（27）利益剰余金の繰入（ZuweisungGewinrUcklagen）
（28）剰余金期首残高（Gewinnvortrag）
（29）貸借対照表利益（Bilanygewinn）
ＥＣ指令第４号では、貸借対照表の様式と同様に損益計算書の支出様式に関し、水平的フォー
ム（23条）と垂直的フォーム（24条）の選択適用を認め、また、収益様式に関し、水平的フォー
ム（25条）と垂直的フォーム（26条）の選択適用を認めている（EC4thDirective,articles
23-26)。オーストリアでは、垂直的フォームの損益計算書を選択している。垂直的フォー
ムは目的別分類というよりは性質的分類による様式である。
ＥＣ指令第４号の垂直的フォームでは、２１項目の科目を区分表示するように要求している
が、オーストリアの商法典では、上述のように、さらに詳細に29項目の科目を区分表示する
ように要求している。（22）の当期純利益までは、若干の差異はみられるが、オーストリア
の商法典はＥＣ指令第４号に準拠して作成されている。しかし、オーストリアの商法典では、
さらに、（23）以降で剰余金の変動についても要求しており、オーストリアの損益計算書は
損益および剰余金結合計算書といえる。
また、オーストリアの商法典は損益計算書の代替的様式として、以下の損益計算書も認め
ている（ＨＧＢ，1996,sec２３１，para､３）。
（１）売上高（UmsatzerlOse）
（２）売上原価（Herstellungskosten）
（３）売上総利益（Bruttoergebnis）
（４）その他の営業収益（sonstigebetrieblicheErtrage）
（５）販売費（Vertriebskosten）
（６）一般管理費（Verwaltungskosten）
（７）その他の営業費用（sontigebetrieblicheAufwendunge､）
（８）１－７の小計（ＺｗｉｓｃｈｅｎｓｕｍｍｅａｕｓＺ１ｂｉｓ７）
（９）－(28）231条２項と同様（Entsprichtsec231Abs2Z10-29）
次に、（３）の財務諸表の注記事項は商法典222条および236条から240条で規定している。
財務諸表の注記事項は企業の財政状態や経営成績を真実かつ公正に伝達するため、貸借対照
表や損益計算書を補足することを目的としている（AlexanderandArcher，1995,ｐ,1039)。
商法典236条では、貸借対照表作成上利用した方法、評価方法、評価方法の変更の開示など
注記を規定しており、商法典237条では、貸借対照表および損益計算書の補足情報を規定し
ている。また、商法典238条では、関連会社に関する情報、商法典239条では、企業の代理
人・従業員に関する情報、商法典240条では、株式会社に対する注記を規定している
－８６－
（AlexanderandArcher，1995,pplO37-1038)。
（４）の経営者報告書は商法典236条で規定しているが、詳細な規定ではない。また、ＥＣ
指令第４号においては、経営者報告書に関する規定が存在しない。経営者報告書は経営者の
独立した報告手段であり、事業の状況や発展について財務諸表を補足することができる報告
書である。経営者報告書においてのみ、経営者は企業の現状や企業活動の技術的・法的・社
会的・経済的側面を報告することができるのである（OrdelheideandPfaff，1994,ｐ203)。
（５）の状況報告書は商法典243条で規定しており、財務諸表の注記事項などの補足'情報
とは明確に区別している。状況報告書は企業のプロジェクト、研究開発活動、将来の商業的
地位などを真実かつ公正な概観にしたがって陳述する報告書である（Alexanderand
Archer，1995,ｐ,1040)。
次に、オーストリアの商法典で規定されている連結財務諸表（Konzernabschlus）等は以
下の通りである（ＨＧＢ，1996,sec,244-267)。
（１）連結貸借対照表（Konzernbilanz）
（２）連結損益計算書（Konzern-Gewinn-undVerlustrechunung）
（３）連結財務諸表の注記事項（Anhang）
（４）連結経営者報告書（konzernlagebericht）
（５）連結状況報告書（Konzernlagebericht）
オーストリアでは、ＥＣ指令第７号の国内法化により、商法典244条で、すべての企業に連
結財務諸表の作成を義務づけている。例外として、商法典246条では、（１）資産合計が375
百万ＡＴＳ（２）売上高が750百万ＡＴＳ（３）年間平均従業員数が500人の３項目のうち、２項
目において限度を超えない場合、連結財務諸表の作成を免除している（ＨＧＢ，1996,sec､246)。
また、連結の対象となる子会社を以下のように規定しており、これはＥＣ指令第７号の規定
に従ったものである（ＨＧＢ，1996,sec,244)。
（１）親会社が議決権の過半数を所有している。
（２）親会社が企業の代理人を任命する権利を有している。
（３）契約および定款によって支配する権利を有している。
（４）議決権の行使を規制する合意を得ている。
このように、オーストリアにおける連結財務諸表は商法典244条から267条で規定しており、
以下はその他の主要な項目を列挙したものである（AlexanderandArcher，1995,pplO41-
1045)。
（１）連結財務諸表（sec250，para､１）
（２）真実かつ公正な概観（sec250，para､２）
（３）連結一般原則（明瞭性・継続性など）（sec250，para､３）
（４）親会社・子会社における財務諸表のサマリー（sec253）
（５）比例連結（sec262）
－８７－
（６）
（７）
（８）
(９）
関連会社の持分法（sec263-264）
連結財務諸表の注記事項（sec265）
補足情報（sec266）
連結状況報告書（sec267）
６．むすび
オーストリアの財務報告制度はドイツの影響を強く受けており、財務諸表の様式・会計処
理などは、ドイツとの類似点が多く見られる。しかし、財務諸表の開示義務が確立されたの
はドイツに比べてかなり遅かった。当初における財務諸表開示目的は、より多くの財務'盾報
を伝達したり、債権者を保護することではなく、株主を保護することであった。1938年の一
般商法典において、すべての公開会社に対し監査済財務諸表の開示を規定した。すべての公
開会社は貸借対照表と損益計算書を会社登記所に提出し、それらの財務諸表を新聞に公告す
ることを義務づけた（久野，1997,pp58-59)。
以上のように、オーストリアでは財務諸表等の会社登記所への提出義務および新聞への公
告義務があり、実質上、すべての利害関係者に対し会社の財務』情報を提供している。また、
アニュアル・リポートにおいては、株主などの投資家のニーズを満たすような多くの財務情
報や公衆が特に関心を示している雇用'情報、環境，情報、地域社会情報などの社会関連'情報が
提供されている。さらに、最近では、ＥＵの統合化などにより、海外での事業活動や資金調
達活動が積極的に行われるようになり、アメリカ預託証券（ADR）の開示要求や海外投資
家の情報ニーズに対応し、アメリカＧＡＡＰとオーストリアＧＡＡＰとの差異情報およびセグメ
ント'情報などの様々な’情報開示を行っている。
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